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近年、デマンド交通のようにバスよりも小型の車両を用い、ドアトゥドアに近いサービスを行う交通シ

ステムを導入する市町村が増えており、その担い手がタクシー事業者であることも多い。一方で、タクシ

ー事業者を取り巻く環境は厳しく、地方においてはコミュニティバスやデマンド交通に利用者を奪われた

り、経営者やドライバーの高齢化によって廃業を余儀なくされたりする例も増えている。本研究では、中

部地方（愛知・岐阜・三重・静岡・福井）の5県のタクシー協会加盟事業者を対象に、そのサービス展開

の現状と、経営者の意識について把握するためにアンケート調査を行った。その結果、事業者の経営努力

の取り組み、自治体の交通施策・会議への参画状況、地域の交通課題の認識状況など、タクシー事業者の

実態が明らかにされる。 
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1. はじめに 
 
近年、デマンド交通のようにバスとタクシーの中間的

な交通システムを導入する市町村が増えており、その委

託先としてタクシー事業者が選ばれることが多くなって

いる。このことは地方部のタクシー事業者にとって新た

なビジネスを生み出している反面、タクシー事業自体と

の競合によって利用者数が減少するという状況も生じて

いる。また、地方部においてはタクシー事業者の経営状

況は苦しく、経営者やドライバーの高齢化も進んでいる

こともあり、事業の継続を断念する事業者も見られるよ

うになってきている。 
24時間365日、ドアトゥドアの移動を提供するタクシ

ーは、深夜や病気・ケガのとき、また、自家用車を運転

できない高齢者や障がい者にとって必要不可欠な移動手

段であるが、近い将来、地方部においてはその供給が継

続できない可能性も考えられる。地方におけるタクシー

の消滅は地域社会にとって著しい損失と考えられるが、

これに対して有効な対策は、国や市町村によっては行わ

れていないのが現状である。 
一方で、先に述べたデマンド交通やコミュニティバス、

過疎地有償運送、福祉有償運送などといった市町村がか

かわる移動手段提供施策が広く行われるようになってき

ており、その検討過程においてタクシー事業との競合が

しばしば問題となる。このことを逆説的に考えると、地

域における移動手段提供施策において、タクシーやタク

シー事業者を活用する可能性があるとも考えられる。 
タクシー事業者が持つ、車両や人材、予約配車システ

ムを活用することで、地方における移動手段提供を行う

ことは、市町村の交通課題を解決するだけでなく、タク

シー事業者の新たなビジネスを生み出すことにもつなが

り、ひいては地方部におけるタクシーサービスを持続可

能なものとすることにもつながる。 
本研究ではこうした問題意識の元、タクシーを地域公

共交通として活用するための検討を行う基礎資料を収集

すべく、タクシー事業者の実態を把握するためのアンケ

ート調査を実施した。 
 

2. アンケート調査の概要 
 
中部地方（愛知県・岐阜県・三重県・静岡県・福井県）

に所在するタクシー協会加盟社全社を対象として、事業

者の規模、営業施策、市町村の交通施策への関与、経営

者の考えなどを調査するためのアンケートを実施した。

調査期間は2013年10月25日～11月15日であり、配布は郵

送、回収は郵送もしくはファックスによった。アンケー
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ト調査項目を表-1に、回収状況を表-2にそれぞれ示す。 
 

 
3. アンケート調査結果 

 
 (1) 事業の概要 
アンケートに回答した事業者の保有車両台数を図-1に

示す。名古屋地区においては保有台数51～100台の事業

者が最も多い。三重県においては保有台数10台以下の事

業者が最も多い。全体では、11～30台の事業者が最も多

くなっている。なお、全国の状況1)では10台以下の事業

者が約66%を占めているが、本調査の結果では25%にと

どまっていることから、中部地方のタクシー事業者は比

較的規模が大きいといえる。 
これらの事業者がタクシー専業であるかどうかについ

て質問した結果を図-2に示す。全体で見ると、タクシー

専業の事業者と兼業を行っている事業者の数は、およそ

半々である。ただし、静岡ではタクシー専業の事業者が

多くを占めるのに対し、福井では兼業を実施している事

業者が多くを占めるなど、地域によって差があることが

わかる。なお、主な兼業の内容としては、貸切バス、乗

合バス、運転代行などである。 
 

(2) 市町村等の交通政策への関与 
市町村の設置する交通に関する検討会議への参加状況

の回答を図-3に示す。地域公共交通会議や活性化再生法

定協議会へは、岐阜、福井、愛知では5割を超える事業

者が参加している。一方、三重は参加割合が低く、かつ、

会議が設置されているかどうか知らないという回答の割

合も高いため、地域公共交通に関心の薄い事業者が多い

ことが窺える。 
市町村のコミュニティバスや乗合タクシーの受託状況

についての回答を図-4示す。福井では8割近い事業者が

受託しており、次いで岐阜の5割、愛知の4割強となって

いる。 
市町村と関わる際に苦慮している点があるかどうかを

質問した回答を図-5に示す。岐阜、福井で苦慮している

ことがあると回答した事業者が多い。それらの多くは、

窓口や担当がわかりにくいというものであった。 

 
図-1 保有台数の状況 

 

 
図-2 兼業の状況 
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表-1 アンケート調査項目 
調査項目 内容 

(1) 事業の概要 
保有車両数 一般タクシー、ジャンボタクシー、

福祉タクシーの保有台数 
輸送に関する

指標 
年間実車キロ、年間輸送人員、年間

運送収入 
兼業の状況 兼業の有無、兼業有りの場合の事業

内容 
自主的な取り

組みの状況 
サービス向上策、コスト削減策、安

全性向上策の内容 
(2) 市町村等の交通政策への関与 
市町村の施策

への関与 
会議への参加状況、コミュニティバ

ス等の受託状況、関与の際の問題点 
(3) 経営者の意識 
今後の事業の

展望 
事業拡大、事業縮小、廃業等の意向 

経営努力の状

況 
稼働率向上策、ドライバー確保策に

ついての考え 
交通課題の認

識状況 
地域の交通課題の認識、解決策のア

イデア 
その他 運輸行政、市町村に対する意見 

 
表-2 回収状況 

協会名 配布数 回収数 回収率 
愛知 57 34 54.8% 
岐阜 58 14 24.1% 
三重 53 22 39.3% 
静岡 118 34 28.8% 
福井 49 14 28.6% 
名古屋 69 38 45.2% 
合計 404 156 38.6% 
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 (3) 経営者の意識 
タクシー事業者の経営者に対して、今後の事業の展望

について質問した回答結果を図-6に示す。最も多いのは

「事業の多角化は考えていない」という回答であり、い

ずれの地域においても4割前後を占めている。一方で、

岐阜ではデマンド交通の受託の意思が35%以上見られる

ほか、愛知においてもコミュニティバス・デマンド交通

の受託の意向が多く見られる。 
「現在の事業を縮小したい」、「5年から10年のうち

に営業をやめたい」という回答は10％前後見られ、三

重・静岡・福井においてその傾向が強い。 
また、経営者に対して地域の交通課題に関する認識の

有無について質問した回答結果を図-7に示す。5割程度

の事業者が地域の交通課題に関する認識を持っている。 
地域的には、福井・岐阜・愛知で認識ありという回答

が多く、三重において少ない状況である。具体的な内容

としては、高齢者の移動の問題や、コミュニティバス・

デマンド交通との競合などの回答が見られた。 
地域の交通課題を認識しているという事業者のうち、

地域の交通課題について解決のアイデアがあるかどうか

を設問した回答結果を図-8に示す。何らかのアイデアが

あるという回答は5割程度にとどまっており、問題を認

識していはいるものの、解決策は持ち合わせていないと

いう事業者が半数近く存在することがわかる。 
 
4 まとめと今後の課題 
 
中部地方のタクシー事業者を対象としたアンケート調

査を通じて、1)中部地方のタクシー事業者の規模は比較

 

図-4 コミュニティバスや乗合タクシーの受託状況 

 

 
図-5 市町村との関係で苦慮している点の有無 
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図-3 市町村の設置する交通に関する検討会議への参加状況（複数回答あり） 
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会議が設置されているかどうか知らない(N=19)
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的大きいこと、2)市町村の交通政策への関与には地域差

があり、愛知・岐阜・福井においては参画している事業

者が多い反面、三重の事業者はあまり参画していないこ

と、3)今後、事業を拡大する意向を持つ経営者は少ない

が、4)コミュニティバスやデマンド交通の受託の意思を

持つ経営者は一定数いること、一方で、5)今後事業を縮

小したいとか営業をやめたいと考える経営者もある程度

存在すること、などが明らかになった。 
回答の傾向に地域差が生じているのは、地域特性のみ

ならず、事業者の規模による影響も存在すると考えられ

ることから、今後、タクシー事業者の状況について事業

者の規模や経営者の意識別などの詳細な分析を実施する

とともに、その結果を踏まえながらタクシーを公共交通

として活用する方策について検討することを予定してい

る。 
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図-6 経営者の今後の事業展望への意識（複数回答あり） 
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図-7 地域の交通課題の認識の有無 
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図-8 地域の交通課題解決のアイデアの有無 
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